




































































































































































































































































































































































（21）表2における exp (b) は各変数が一単位増加することによって，被説明変数が1を取る確率が何倍に増えるかを
示している。
（22）浦田，1998，前掲，p.125．
（23）浦田，1998，前掲，p.132．日本の大学で教育条件と授業料とが整合的な関係に無かったことは丸山文裕，1991，
「私立大学授業料の規定要因分析」『広島大学大学教育センター 大学論集』第20集，pp. 267–280．も指摘している。
（24）第一七四回国会参議院文教科学委員会会議録第六号（平成二十二年三月二十六日付）より。委員会に参考人と
して招致された赤林英夫慶應義塾大学経済学部教授が法案成立後の副次的可能性として言及している。すでに注
3でも言及したように，学校法人による育英奨学事業は2010年度以前の段階で増加し始めていた可能性もある。
ただし，この場合も高校無償化そのものは2008年以降，国会において審議されていたため，学校法人がそれを先
回りした措置を取ったという仮説は可能である。
（25）日本学生支援機構，2011，前掲，p. 3．
（26）旺文社，2013，『2014年度入試用 高校受験案内』，p. 72．
（27）香川めい・児玉英靖・相澤真一，2014，『〈高卒当然社会〉の戦後史』新曜社，pp.183–199．
